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SSJデータアーカイブ

 東京大学社会科学研究所

 附属社会調査・データアーカイブ研究センター (CSRDA) の事業のひとつ

 SSJデータアーカイブ (Social Science Japan Data Archive: SSJDA)

人文学・社会科学データインフラ
ストラクチャー強化事業
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社会調査•データアーカイブ研究センター（CSRDA）の沿革

社会調査・データ
アーカイブ研究センター
（Center for Social 

Research and
Data Archives)

へ改組

IFDO
(International 

Federation of Data 
Organizations)

に加盟

前身である
日本社会研究情報

センター（Information 
Center for Social 

Science Research on 
Japan）設立

SSJDA
個票データの貸
し出しを開始

ICPSR
国内利用協議会

の発足

リモート集計
システム稼働開始

SSJDA Direct 
(データダウンロー
ドシステム）の
稼働開始

20091996 20051998 1999 2001

共同利用・共同研
究拠点として認定
2010年度より
拠点活動開始

リモート集計・
オンライン分析システム

NESSTAR
稼働開始

SSJDA Direct
へ完全移行す

べての利用申請
・利用報告の
オンライン化 共同利用・共同

研究拠点としての
認定が更新

学術振興会
「人文学・社会科学デ
ータインフラストラクチ
ャー構築推進事業」拠

点機関に認定

学内予算措置
FSI事業

「東アジアのデータアーカ
イブ・ネットワークの強化と
研究発信拠点の構築」の

開始

NASSDA
(Network of Asian 

Social Science 
Data Archive)を
台湾・韓国・中国のデー
タアーカイブと共に設立

2010 2014 2016 2018 2019 2023

学術振興会
「人文学・社会科学デ
ータインフラストラクチ
ャー強化事業」
中核機関に認定
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SSJデータアーカイブの役割•意義•特長

 役割

 データの収集・保管と共有

質問紙

個票データ
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SSJデータアーカイブの役割•意義•特長

 役割

 データの収集・保管と共有

 意義

 データの散逸を防ぎ，安心して長期保存できる

 データが見つけやすく，アクセスしやすく，相互運用しやすく，再利用しやすくなる

 新たな視角からの二次分析が可能になったり，分析の再現性を担保できる

 大学院生や若手研究者にとっての研究資源であり，学部生に対する教育資源にもなる

 特長

 幅広い機関・研究者の方々から調査データが寄託されている

 公開データを使った研究や教育を支援している

 データアーカイブ間の学際的，国際的な連携を行っている

 寄託者や利用者への親身なサポートを行っている
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SSJデータアーカイブの仕組み

JDCat
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本事業における主な取り組み状況

1. データ寄託・公開の促進

JDCat

2. データ利活用の促進

3. JDCat連携の促進

4. 学際的・国際的な活動

5. メタデータ作成へのAI導入
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1. データ寄託•公開の促進

 幅広い組織・研究者からのデータ寄託

 これまでに200以上の組織・研究者から寄託

 約1,900の調査データを公開・提供

JLPS（働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査）

SSM（社会階層と社会移動全国調査）

JES（投票行動の全国的・時系列的調査研究）

全国就業実態パネル調査（リクルートワークス研究所）

学校教育に対する保護者の意識調査（ベネッセ教育総合研究所）

日本人の意識調査（NHK放送文化研究所）

食育に関する意識調査（農林水産省）

仕事と育児の両立に関する実態把握のための調査（厚生労働省）

調査データのトピック別割合

代表的な調査データと寄託者

（2026年1月時点）
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1. データ寄託•公開の促進

 データ寄託の促進

 個別相談会の実施

 寄託者への表彰事業

 データ公開の促進

 AIを活用したメタデータ作成

寄託者表彰

公開調査データ数の推移

*2026年1月時点
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2. データ利活用の促進

 データの利用方法

 利用申請

 オンライン集計システム (SSJDA Data Analysis)

 非制限公開疑似データ オンライン集計システム

提供データセット総数の推移

*2026年1月時点
（4～12月実績）
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2. データ利活用の促進

 データの利用方法

 利用申請

 オンライン集計システム (SSJDA Data Analysis)

 非制限公開疑似データ

非制限公開疑似データ 利用数の推移

*2026年1月時点

非制限公開疑似データ

11



2. データ利活用の促進

 データ利活用の促進

 若手研究者による論文を対象とした表彰事業

 二次分析研究の普及および若手研究者の育成のための事業

 課題や参加者を公募する「二次分析研究会」

 誰でも参加可能な有料の「計量分析セミナー」

 社会科学データインフラ・ワークショップを開催

計量分析セミナー二次分析研究会

JDCatとの
連携データを利用

データインフラ・ワークショップ
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3. JDCat連携の促進

SSJDA
Direct

社会科学研究所
情報基盤システム

SSJDA スタッフ

セキュアな所内サーバ上
で個票データを管理

OAI-PMHプロトコルによる自動ハーベスティング

 連携体制

JDCat

①システムの維持管理，メタデータの管理
②メタデータの編集，JDCatへの連携作業 13



3. JDCat連携の促進

 連携の継続と加速

 メタデータ作成におけるAI活用

 連携データの利用拡大や共同研究の促進

 二次分析研究会や計量分析セミナーなどを開催

 メタデータスキーマや統制語彙に関する最新の動向を調査

JDCat連携データ数 人社データインフラ
強化事業期間

*

*2026年1月時点
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4. 学際的•国際的な活動

 国内外の会議でSSJデータアーカイブの取り組みや成果を発信

 IASSIST, JOSS, EDDI, WDS, etc.

 東アジア社会科学データアーカイブネットワーク (NASSDA)

 海外から専門家を招聘し国際ワークショップを開催
NASSDA (2025) 国際ワークショップ (2025)IASSIST (2025)

Nobutada Yokouchi, Sae Taniguchi, Masayuki Shioya, Sayaka Terazawa, Satoshi Miwa

"Program for Strengthening Data Infrastructure for the Humanities and Social Sciences"
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4. 学際的•国際的な活動

 CoreTrustSeal (CTS)による認証を取得（2025年6月18日付）

 データリポジトリの国際的な認証機関

 現行の評価体系の下では日本初の認証

https://doi.org/10.34894/WN7CKT
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5. メタデータ作成へのAI導入

 従来のメタデータ作成方法

 SSJDAのスタッフによる作業

 寄託者による作業

JDCat連携メタデータメタデータ (SSJDA Direct)

AI活用による省力化・効率化
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5. メタデータ作成へのAI導入

 開発中のアプリケーション（イメージ）
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既存の調査票など
の各種ファイル

↓

LLMモデルを選択
↓

メタデータの生成
↓

結果を出力



5. メタデータ作成へのAI導入

 今年度の主な成果

JOSS (2025) EDDI (2025)

https://researchmap.jp/yukihironishimura/presentations/50472356

19https://researchmap.jp/yukihironishimura/presentations/51521983



まとめ：今年度の主な取り組み状況

 1. データ寄託・公開の促進

 寄託を継続・拡大させるための各種取り組み

 個票データのキュレーションやメタデータ作成の効率化

 2. データ利活用の促進

 表彰事業，データの二次的利用に関する教育活動

 社会科学データインフラ・ワークショップ、連続セミナーの開講

 3. JDCat連携の促進

 連携の継続と加速

 連携データの利用拡大や共同研究の促進

 連携に必要となるシステム改修の検討と実施

 4. 学際的・国際的な活動

 国内外の様々な分野における情報発信・共有

 5. メタデータ作成へのAI導入

 今後の実装に向けた整備や試験的な運用
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